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公益財団法人静岡県市町村振興協会 

 

１ 趣 旨（要領第１） 

性別・年齢・国籍・障がいの有無等によらず、誰もが活躍できる地域社会づくりを支援

するため、多様な人材の活躍推進事業を実施する市町及び当該事業を実施する地域団体等

を補助する市町に対し、予算の範囲内で助成金を交付するもの。 

 

２ 助成対象事業等（要領第３） 

(1) 助成対象事業は、市町が多様な人材の活躍を推進するために実施する事業及び当該事

業を実施する地域団体等に対して市町が補助する事業とし、その例示は、次のとおりと

する。   

対象事業例 

・性の多様性に対する地域住民の理解促進を目的とした事業 

・高齢者の社会参加を促進するための事業 

・外国人住民の日本語習得及び生活支援を推進するための事業 

・日本人住民と外国人住民の交流を推進する事業 

・「やさしい日本語」の普及を推進する事業 

・外国人住民の文化や習慣等に対する日本人住民の理解を促進する事業 

・障がい者の就労を支援するための事業 

対象外事業例 

・性格や価値観等外形上判別することが困難な事項、統計等では表されない属性の多

様性に対する理解促進等を目的とした事業 

・設備、備品等の整備を主たる目的とした事業 

・市町の広報誌やホームページの多言語化等、個別の事業ではなく市町の業務全般に

関わるとみなされる事業 

・国、県その他団体の補助等を受ける事業 

(2) 助成対象事業費は、要領第３の(2)のとおりとする。 

(3) 助成限度額は１市町あたり 100万円とし、助成率は 1/2とする。（地域団体等に対して

市町が補助する事業の場合は、市町補助額の 1/2とする。） 

なお、１円未満の端数は切り捨てる。 

 

３ 実施期間（要領第４） 

  事業開始から３年以内とする。 



４ 助成金の交付の申請（要領第５） 

(1) 事業を行う市町は、理事長あて助成金の交付の申請を行う。 

(2) 要領第５の(2)の提出期限の「別に定める日」は、事業着手の概ね２週間前又は 12月

31日のいずれか早い日までとする。なお、事業着手が５月末以前となる場合には、事業

実施の前年度の３月中に申請を行うことができる。申請書の提出が期限までに間に合わ

ない場合は、事前に協会に報告し、その指示を受けること。 

(3) この事業での「事業着手」とは、別に定める場合を除き、次のとおりとする。 

 ① 市町が実施する事業  入札その他これに類する行為の執行 

 ② 地域団体等への補助事業  補助金の交付決定 

(4) 要領第５の(1)のウの収支予算書に計上する金額は、市町の歳入歳出額を記載するもの

とし、特に委託事業については、受託者の収支予算額ではなく市町が委託料として支出

する金額について記載すること。また、地域団体等への補助事業の場合で、市町の補助

対象に当法人の助成対象事業以外の事業も含まれている場合は、当法人の助成対象事業

に相当する分についてのみ記載すること。 

(5) 要領第５の(1)のエの(ｲ)の事業計画書の詳細についての説明資料は、所定様式の記載

事項以外で事業計画を説明するための詳細な事項を記載した書類をいう。 

 

５ 事業計画の変更等の承認申請（要領第７） 

要領第６の(1)に該当するときは、速やかに、理事長あて事業計画の変更等の承認の申請

を行う。なお、交付決定額が助成金交付にあたっての上限額となるため、要領第６の(1)の

いずれにも該当しない場合であっても、助成金額の増額を希望する場合はその金額の多寡

に関わらず、変更の承認申請を行うこと。 

 

６ 実績報告（要領第８） 

(1) 事業が完了した市町は、理事長あて実績報告を行う。 

(2) 事業報告は、事業完了の日から起算して 30日を経過した日又は助成金の交付決定の

あった日の属する事業年度の翌年度４月 10日のいずれか早い日までに行う。 

(3) この事業において、事業完了とは、次のとおりとする。 

 ① 市町が実施する事業  全ての経費の支払いが完了したとき 

   ※委託事業で委託料を前金払等しているときは、委託者から事業報告を受け、それ

を適正と認めた日を事業完了日とする。 

 ② 地域団体等への補助事業  団体からの実績報告を受け、それが適正であることを

認めたとき 

(4) 要領第８の(1)のウの収支決算書に計上する金額は、市町の歳入歳出額を記載するもの

とし、特に委託事業については、受託者の収支決算額ではなく市町が委託料として支出

した金額について記載すること。また、地域団体等への補助事業の場合で、市町の補助

対象に当法人の助成対象事業以外の事業も含まれている場合は、当法人の助成対象事業



に相当する分についてのみ記載すること。 

(5) 委託事業については、委託事業が適正に実施されたことを証明する書類（完成検査報

告書の写しなど）及び委託費の内訳を示す書類を添付すること。 

 

７ 助成金交付請求（要領第９） 

助成金の交付の確定を受けた市町は、受領後 10日以内に、理事長あて助成金交付請求書

を提出する。 


